






























（１）　石原俊時「書評と紹介：Christer Ericsson, Björn Horgby, Shunji Ishihara, Faderliga företagare i Sverige och 
Japan」『大原社会問題研究所雑誌』698 号，2016 年 12 月，77-85 頁。本稿は，共著者のビョン・ホリビィ，クリ









































































































50 人以上を使用する製糸工場で，県下 2 市 13 郡の 255 工場から回答を得た。その職工数は 62,140
人（男工 7,350 人，女工 54,790 人），うち既婚者は男工 2,304 人，女工 5,594 人で，さらに子どもの
いる女工は 2,231 人，その子どもの数は 3,653 人となっていた。また多くの職工が工場に寄宿して















休養手当は 1 日 20 銭で 30 日分支給された。北佐久郡の合名会社第一純水館製糸場では，分娩手当
10 円が支給され，分娩後 3 週間は出勤と見なした。また北佐久郡の御牧製糸株式会社は，産前産
後の休養を 60 日間とし，その間 1 日 20 銭を支給した。上田市の信全社長峯製糸場は産前産後 5 週
間休養させ，この間の食費，医師，産婆に要する費用を工場で負担した（１３）。これらは，工場内での
出産に対し，必要な措置をとったものと推察される。また，児童保護に関しては，小県郡依田社工
場のみが託児所を設け，生後 2 カ月から 5 歳未満の子どもを預かっていたが，「依田社ノ工女，職
工及従業員ノ正当ナル結婚ニ因ル子女タルコト」と限定されていた。託児料は 3 歳未満で 1 日 15

















毎月 64 宗教 86
落語，講談 年数回 87 補習教育 年数回 14
毎月 21 毎月 9
浪花節 年数回 33 実業教育 年数回 18
毎月 1 毎月 3
芝居演芸等 年数回 178 裁縫 年数回 51
毎月 11 毎月 15
活動写真 年数回 176 染色 年数回 4
毎月 6 毎月 －
音楽 年数回 25 礼儀及作法 年数回 35
毎月 7 毎月 7
娯楽設備 楽器 29 茶ノ湯 年数回 6
娯楽場 12 毎月 5
テニスコート 94 生花 年数回 7
ピンポン 63 毎月 6
遊動円木等 5 料理 年数回 4
旅行 入湯 15 毎月 －
見物見学 13 其他 年数回 16
花見 128 毎月 2
蕨狩 6 図書館文庫等 42
紅葉狩 15 雑誌回覧 67
登山 15 修養会 23
其他 32 会誌其他発行 年数回 19
其他 運動会 30 毎月 5
園遊会 4
妊産婦保護 医療及休業中ノ食費等ヲ給スルモノ 7
















糸共同病院は，諏訪郡平野村の製糸工場 125 工場の共同経営で 1910 年に設置された。当初，個人
医師に委託して経営していたが，1913 年に製糸工場同盟会の直営とし，1918 年には本館を建設し
て設備を整えた。この間，6 万円を要したという経費は，釜数に応じて工場主が負担した。3,000





























（１７）　長野県諏訪郡平野村役場『平野村誌』1932 年，431 頁。この岡谷病院（私立）は，1937 年に市立岡谷病院と















































































































































































































































設ニ対シ 5,000 円，運動場施設ニ対し 5,000 円，消防署施設ニ対シ 1,200 円，地方都市職業指導所
（二個所ニ対シ夫々）1,500 円，3,000 円（但，予定）」（Ｂ鉄工所），「Ｃ工場ニ付，職業指導所新築
費 2,000 円，駐在所新築費 2,500 円，国民学校改築費 50,000 円（予定），警察署増築費 10,000 円（予
定），Ｄ工場ニ付，警察署新築費 50,000 円（予定），派出所新築費 5,000 円（予定）」（ＤＡ電機会
社），「現在 38 万円寄附セリ，建設続行中ナル故将来モ出費ノ要アラン」（Ｆ製作所），「Ｉ事業場ニ
































































史学会『歴史と経済』203 号，2009 年 4 月，1-44 頁）は，企業に同様の役割を見出している。


































幸夫「福利厚生活動の問題点とその方向」『労務研究』6－9，1953 年 9 月，7-11 頁）。
